
流山市家庭的保育事業等指導監査実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」とい

う。）第３４条の１７の規定に基づき、家庭的保育事業等を行う者（以下

「家庭的保育事業者等」という。）に対して実施する指導監査（以下「指導

監査」という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、法、流山市家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年流山市条例第 

１６号。以下「条例」という。）その他関係法令で使用する用語の例による。 

 （指導監査の目的） 

第３条 指導監査は、家庭的保育事業等の運営状況について調査又は検査を実施

し、必要な助言又は指導を行うことにより、家庭的保育事業等の適正な運営

及び利用者保護に寄与し、本市における福祉サービスの向上を図ることを目

的とする。 

（実施方針等） 

第４条 指導監査は、平成１２年４月２５日児発第４７１号「児童福祉行政指導

監査の実施について」を踏まえ、これまでの指導監査の結果等を勘案して、

重点的かつ効率的に実施する。 

２ 市長は、指導監査を適切に実施するため、次に掲げる事項を毎年度策定する

ものとする。 

（１） 指導監査の実施方針 

（２） 指導監査における重点事項 

（３） 指導監査年間実施計画 

（実施対象） 

第５条 指導監査の実施対象は、次に掲げる事業とする。 

 （１）家庭的保育事業 

 （２）小規模保育事業 

 （３）事業所内保育事業 

 （４）居宅訪問型保育事業 

（実施体制） 

第６条 指導監査は、家庭的保育事業等の認可事務を所管する課の職員及び地域

型保育給付等の支給事務を所管する課の職員により実施するものとする。 

（指導監査の種類） 

第７条 指導監査の種類は、一般指導監査（書面による指導監査を含む。）及び



特別指導監査とする。 

（一般指導監査の対象及び時期） 

第８条 一般指導監査は、第４条第２項第３号に規定する指導監査年間実施計画

に基づき、原則として年に１回実地において実施するものとし、子ども・子

育て支援法（平成２４年法律第６５号）に基づき、確認基準等の指導監査と

併せて実施する。 

２ 前項の規定にかかわらず、一般指導監査は、家庭的保育事業等の運営等につ

いて、前年度の指導監査の結果等により特に問題がないと市長が認める場合

は、２年に１回実地において実施することができる。ただし、一般指導監査

を実地において実施しない年にあっては、書面により実施するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、家庭的保育事業等の運営等に問題が生じた場合

又は通報、家庭的保育事業者等からの現況報告等により問題が生じる可能性

がある場合は、一般指導監査を随時実施することができる。 

（一般指導監査の項目及び基準） 

第９条 一般指導監査は、別表に掲げる項目について実施するものとする。 

２ 市長は、一般指導監査における公平性を確保するため、監査の観点、評価事

項、評価区分等を内容とする指導監査基準を別に定めるものとする。 

（一般指導監査の方法） 

第１０条 市長は、一般指導監査の実施に当たっては、家庭的保育事業者等の代

表者に対し、一般指導監査の期日、一般指導監査を実施する職員の氏名その

他必要な事項を事前に文書で通知するものとする。 

２ 市長は、一般指導監査を効率的に実施するため、家庭的保育事業者等に対し、

事前に資料の提出を求めることができる。 

３ 一般指導監査を実施した職員は、一般指導監査を実地において実施した場合

は、当該実施場所等において、家庭的保育事業者等の代表者に対し、一般指

導監査の結果について講評を行うものとする。 

（特別指導監査） 

第１１条 特別指導監査は、次の各号のいずれかに該当する場合に、必要に応じ、

特定の事項について重点的に実地において実施するものとする。 

（１）正当な理由がなく一般指導監査を拒否したとき。 

（２）一般指導監査により指示した事項に改善が認められない状況が継続し 

たとき。 

（３）家庭的保育事業等の運営等に重大な問題が生じ、又はその可能性があ 

るとき。 

２ 特別指導監査は、事前の通知なく実施できるものとし、特別指導監査の実施

方法等については、実施に際して目的に応じて策定するものとする。 



（指導監査結果の通知等） 

第１２条 市長は、次に定める区分により、家庭的保育事業者等の代表者に対し、

指導監査の結果を文書で通知する。 

（１）法、条例その他関係法令若しくは通知（以下「法令等」という。）に

関する違反等（軽微なものを除く。）がある、又は前年度の口頭による

改善を要する事項に対して改善の取組みがなされていない場合は、当該

違反等又は改善を要する事項を文書による改善を要する事項とし、期限

を定めて改善報告書の提出を求めるとともに、家庭的保育事業者等の自

主的な是正又は改善を指導するものとする。 

（２）法令等に関する違反等（軽微なものに限る。）がある場合は、当該違

反等を口頭による改善を要する事項とし、家庭的保育事業者等の自主的

な是正又は改善を指導するものとする。この場合において、改善報告書

の提出は不要とする。 

２ 市長は、当該年度の監査結果について指導監査実施結果報告書を作成し、そ

の概要を本市のホームページに掲載するものとする。 

（補則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、指導監査の実施に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 



別表（第９条関係） 

実施対象 項目 

家庭的保育事業 

小規模保育事業 

事業所内保育事業 

 

 

１ 運営 

（１） 施設（建物・設備） 

（２） 児童の入所状況等 

（３） 基本方針及び組織 

（４） 就業規則等の整備 

（５） 職員の状況 

（６） 施設・設備の安全管理 

（７） 防災対策 

（８） 事故防止 

（９） 不審者対策 

（10） 虐待の禁止と防止 

（11） 苦情対応 

（12） 個人情報の保護 

（13） 入所者等への情報提供 

（14） 保育所等との連携 

２ 処遇 

（１） 保育の状況 

（２） 食事の提供 

（３） 健康・安全の状況 

（４） 交流保育等の状況 

３ 会計 

（１） 会計処理 

（２） 予算の編成・執行 

（３） 決算 

（４） その他 

居宅訪問型保育事業 １ 運営 

（１） 児童の入所状況等 

（２） 基本方針及び組織 

（３） 就業規則等の整備 

（４） 職員の状況 

（５） 事故防止 

（６） 不審者対策 

（７） 虐待の禁止と防止 



（８） 苦情対応 

（９） 個人情報の保護 

（10） 関係機関との連携 

２ 処遇 

（１） 保育の状況 

（２） 食事の提供 

（３） 健康・安全の状況 

３ 会計 

（１） 会計処理 

（２） 予算の編成・執行 

（３） 決算 

（４） その他 

 


